
第３回委員会における指摘事項と対応方針

復興の目標 施策の方向性 発言者 指摘事項 対応方針

●施策体系
や共通する視
点

－ 岩室委員 「『防災』と言わない防災」という考え方がある。普段から防災を意識しながら活動
するということである。例えば、難病を抱えた方や高齢者が必要な情報を普段から市
のホームページに載せたり、情報交換をする等、既存のものを日頃から活用し続けて
いれば、いざという時にそのまま活かせばよいだけの話になる。日頃から「防災」と
言わない防災対策を考えてもらいたい。

日常から防災を意識し活動することは、非常に重要であると認識しております。こ
のため、救急医療情報キット配布名簿をはじめ、各課保有の台帳やデータが災害時
に活用できるよう情報の整理に取り組むなど、今後も、日常業務の改善などを通じ
災害に備えた体制づくりに取り組みます。

岩室委員 ブランドイメージを高めようという時に防災ばかり言っていては、ブランドイメージ
が下がってしまう。元々よかったところを強化していく姿勢を打ち出してもらいた
い。

真の復興は単に防災対策を推進するだけでは成し得ないものと考えておりますこと
から、新生浦安に向け、震災前からある本市の強みも活かすことで、安全・安心に
加え、新しいまちの魅力を創出できるよう施策の方向性を示します。

中井委員 津波について、東京湾は外洋よりは心配しなくてよい。東京湾は岩盤ではないので海
底が大きく持ち上がる断層運動による地震は考えにくく、外からの津波がどうなるか
が問題になる。県が津波について、気象庁が言う東京湾口に高さ10ｍの津波があった
時にどうなるかを検討中であり、それを待って検討するとよい。

現在、国の中央防災会議や千葉県では、今後発生が想定される地震における津波や
その被害、対策について検討が進められていることから、これらの検討の状況や今
回の震災の経験を踏まえ、地域防災計画などの諸計画の見直し作業を実施します。

（復興の目
標）

小林委員 目標像の設定が大事である。浦安の特性を考慮して「海浜環境都市」はどうか。海風
の街などの名称もあり、海浜がキーワードになっており、住宅地のブランドイメージ
の回復にも繋がる。具体的な方法として、みどりの防潮堤と中高層集合住宅を避難ビ
ルにする政策を展開すべきである。今回の地震でも東北で中高層マンションが近隣住
民の避難場所になった事例も報告されており、停電するとオートロックは解除され、
来た人を追い返すことはありえないので、可能性はあると思う。うまく位置づけれ
ば、海浜の良さと安全性を同時両立した目標像がつくれると思う。

本市の特性は三方を海や河川に囲まれた都市であることから、海と緑をテーマに
「緑あるれる海浜都市」を目指しまちづくりを進めてきました。開発も終息期に入
り、都市としての成熟期を迎えた本市における今回の復興計画では、近年の市民の
環境意識の高まりや、今回の震災を踏まえ、新エネルギーの活用や産官学による防
災・環境に配慮したまちづくりの動きが見られたことからキーワードとなる”環
境”に特化し目標４の(１)を「震災を乗り越え持続可能な環境都市への展開」とし
たところです。
今回の東日本大震災により、国の中央防災会議や千葉県においても津波対策につい
て、見直しの方向性が示されていますので、今後示されるそれらの検討結果を基に
地域防災計画の見直しや津波避難ビルについてもを検討していきたいと考えており
ます。
また、みどりの防潮堤については、三方を海や河川に囲まれている「本市の特性を
活かし水辺の魅力を創生する」という市民と協働で安全安心で魅力のあるまちづく
りに取り組む姿勢を目標４（２）で示しました。

阪本副委員
長

浦安が従来魅力的だったのは、県やＵＲが大きな基盤整備をしたものを受け継いだ
り、ディズニーランドの進出や東京に近い立地等、幸運に恵まれた面があったのかも
しれない。これらの魅力はあるが、少し傷んでしまって、これからどうするかといっ
た時、浦安らしい今まで蓄積したものが発揮できることを言わなければならない。私
が思う浦安らしさに市民協働がある。例えば約200名の市民会議で基本計画の下地を
作ったり、元町の密集市街地で区画整理を長期間にわたり、計画を見直しながら進め
ているのは素晴らしいことである。このようなことが浦安市の魅力になると思うの
で、強く打ち出すとよい。

基本計画には、「住み易い」「住みたい」ではなく、「住みがい」のあるまちと書
いている。これは、今何かが悪い状態にあっても、市民が将来良くなる絵を描ける、
又は市民の働ける場がある、つまり、市民が何を期待され、何ができるのか、どうい
う場所にいたらよいのかがはっきりしているというイメージである。これは、市が全
部用意するものでなく、市民とともに作り上げていくものである。このような「住み
がい」を持てるまちというものが、今まさに問われている状況にあり、市民と市が協
働できるまちを売りにし、そのようなところに住みたい人が入ってくると思う。住み
がいや生きがいを持てる場所をつくることが浦安には重要で、これを打ち出していく
べきと思う。

上野委員 浦安は「安心して暮らせるまち」、つまり「子育てできるまち」と「お年寄りが暮ら
していけるまち」であることが非常に大事である。仕事で市外に出ていく人が多く、
子どもを預けられる、守ってくれるまちにして、子育て世代をとことん応援してもら
いたい。また、市民大学や市民会議のように、いくつになっても意見が言えるまちも
浦安のブランドであり、市民が活気を持って、安心して暮らせるまちであってほし
い。

第２期基本計画策定時より本市の市民力は年々、大きな力と魅力をもってきていま
す。今回の復旧にあたっても、ご近所をはじめ自治会間での助け合いの姿が多くみ
られたことから、目標３、４を中心に、この力を日頃から、そして災害時にも発揮
し、様々なコミュニティが協働し、また、支え合い取り組むことなど、市民力を結
集し取り組むことで復興のまちづくりを推進し、住みがいの持てる持続可能な都市
が実現できるよう方向性を示しました。
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復興の目標 施策の方向性 発言者 指摘事項 対応方針

中井委員 液状化被害がこの検討の大きな契機になっている。次に地震が発生した場合に液状化
の被害を全く無くすことは難しいと思うが、どのくらいのレベルの地震があった時
に、同じ液状化が起こる前提なのか、あるレベルまでは液状化に対する抵抗を高める
のかが分かりにくいので、どこかで言及してもらいたい。

目標２「災害に強い市街地の形成」の液状化対策に関しては、液状化対策技術検討
調査委員会での検討を踏まえ、前提とする地震を明示するとともに、それに備える
ための施策について方向性を示しました。

１．市民生活
の早期の復
旧・再建

（４）地域コ
ミュニティが
主体となっ
た復興まち
づくりの促
進・支援

岩室委員 浦安の魅力について、震災時にあった元町と新町の自治会の連携という素晴らしい話
をもっとＰＲするとよい。浦安のいいところとして、例えば市民大学、図書館等があ
る。子育ても大事だが、退職後にこそ住みたい、仕事の後も楽しい、全て(の世代)に
おいてこんなにも浦安市はいいところなのだということをＰＲしてもらいたい。

目標３、４を中心に、この力を日頃から、そして災害時にも発揮し、様々なコミュ
ニティが協働し、また、支え合い取り組むことなど、市民力を結集し取り組むこと
で復興のまちづくりを推進し、住みがいの持てる持続可能な都市が実現できるよう
方向性を示しました。
今後は、復興計画での位置づけをもとに事業を実施するとともに、各種の広報誌や
市民大学などを活用し、地域コミニュティの取り組みなどを周知、活用していきた
いと考えています。

２．より安全で
安心な暮らし
を支えるまち
づくり

（３）広域な
治水・高潮
への対策

青山委員長 高潮が強調されていたが津波対策を明記しておくべきである。具体的には、カミソリ
堤防では高さがあっても津波には対応できないといったことや、高さだけでなく強度
も点検した方がよいということがある。

目標２（３）で、護岸の安全性を確保できるよう、強度の確保や液状化対策などの
機能強化について管理者である千葉県に要請していくことを明記しました。

（５）防災拠
点等の機能
強化

柳内委員 元町は高い建物がないので、行徳の堤防が決壊した場合、逃げる場所を定めておくと
よい。市役所も高い建物にしてもらいたい。

現在、国の中央防災会議や千葉県では、今後発生が想定される地震における津波や
その被害、対策について検討が進められていることから、これらの検討の状況や今
回の震災の経験を踏まえ、地域防災計画などの諸計画の見直し作業を実施します。
浦安市地域防災計画の見直しについては、目標３（１）に明記しました。

柏女委員 二つ目に、上野委員の発言に関連して、浦安市で防災組織を司る拠点はあるのか。防
災教育等も集中的に統制できる仕組みが無ければ、（それを含め、防災拠点につい
て）考えてよいのではないか。

上野委員 今回の地震で、私の自治会でもすぐに対策本部を立ち上げた。みなさんが来てくれる
のだが、「うちにいるから何かあったら声かけて」と言われることが多かった。実際
には、何かあってから物事を伝えることは不可能であり、対策本部は人がいないとで
きないものと言える。連携の話で言えば、市の拠点となる新庁舎をしっかり作ること
が絶対に大事である。現庁舎を耐震補強しても許容量は同じであり、今のまま集合事
務所を使うと行くだけで５分かかってしまう状況であり、このように庁舎がバラバラ
ではいざという時に問題になる。この震災を機に、議会では資金面で反対意見もある
ようだが、一カ所にまとめた新庁舎を早く実現してもらいたい。

３．市民協働
による災害に
強い地域づく
り

青山委員長 ２）に「・災害時要援護者の把握と支援体制づくりの推進」とあるが、個人情報保護
法の問題について法的な解決がなされていないので、浦安市の条例等によって個人情
報の扱いを決めないと、地域の自主防災組織が対応する時に壁にぶつかってしまう。
いずれ国が個人情報保護法を変えていくと思うが、浦安市として自主防災組織が困ら
ないように、踏み込んで検討してもらいたい。

佐々木委員 委員長から個人情報保護法の話があったが、今回の地震でも要援護者の情報を自治会
等に事前に届けられず、地震が起こった後に日頃から支援を受けている人があそこに
いたと分かったことがあると思う。そういうことがあると計画の中に盛り込んで、国
に法律を変えるように働きかけていくべきで、そのような提言を入れてはどうかと思
う。

柏女委員 一つは個人情報保護に関して、本日の資料では「こうしよう」といったことが書かれ
ているが、検討していく上で、今は気づかない制度的な阻害要因が出てくると思う。
例えば、要援護者の情報を事前に伝えようとすると個人情報保護法が阻害要因になっ
ていることや、新町の高いマンションに避難できるようにする場合にオートロックを
どうしたらよいのか等の阻害要因が考えられる。これのようなことを一つ一つ集め
て、どのように阻害要因を取り除いていくかを検討していくことが大事であり、その
都度、国に要望していくべきだと思う。

（１）今回の
震災におけ
る検証を踏
まえた、行
政・市民・事
業者の防災
体制の確
立・強化

自主防災組織間の連携強化による円滑な情報交換や訓練活動等の活性化を図り、災
害時にも効果的に地域の防災力が発揮できるよう、自主防災組織のネットワーク化
の形成を推進するとともに、災害時の対応を迅速かつ的確に行えるよう、災害対策
拠点となる市役所庁舎の建替えに取り組みます。
自主防災組織のネットワーク化については、目標３（２）に、市役所庁舎について
は、目標２（５）に明記しました。

本市では、浦安市災害対策基本条例において災害時要援護者対策に伴う、個人情
報の利用及び提供について規定し、避難支援者となる自主防災組織に対し個人情報
を提供することができるようにしているところです。また、災害時において要援護
者対策の中心的な役割を担う健康福祉部において災害時要援護者避難支援プラン全
体計画を策定済みであり、今後、個別計画の策定等を含め、災害時要援護者対策を
推進していく予定です。
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復興の目標 施策の方向性 発言者 指摘事項 対応方針

清水委員 「３）事業者の防災体制の確立・強化」について、鐵鋼団地では各企業がＢＣＰ（事
務局注：事業継続計画）を今年一年かけて取り組んでいきたいと考えている。資料に
は「首都直下型地震が起きた時」という表現が多く出てくる。今回の地震は、震度は
それほどではなく火災も発生しなかった等、被害はそれほどでもなかった。首都直下
型地震でより大きな被害になった場合に備えて、例えばボランティア等の外からの支
援が来ることができないような状況を想定して、「最低限、自分達でここまでやって
下さい」という目標を、市民、事業者、行政みんなで共有する事が必要だと思う。復
旧が早く明るく前向きな浦安という話と相反するが、最悪のことを考えて共有する目
標をつくることも必要だと思う。

「浦安市災害対策基本条例」において、市民・事業者・市がそれぞれの責務と役割
を理解し、自助、共助の理念を踏まえ、意識の共有化を図りながら、日頃から防災
対策に備えて取り組んでいただくよう、周知を図っていきたいと考えます。

岩室委員 もう一点、女川町に入っているが、職員が被災したため行政が動かなくなる。市に頼
らない、コミュニティ単位で動ける、市民が自信を持って動けるようにする取組、プ
ライドのあるまちづくりが必要である。

今後発生が予想される首都直下地震等の災害発生時には、職員が被災してしまい行
政として機能しなくなり迅速な応急復旧活動体制が取れなくなることも予想される
ことから、地域コミニュティを主体とし、自立した取り組みができるよう体制づく
りに取り組むとともに、自主防災組織同士の連携強化を促進したいと考えていま
す。

岩室委員 メーリングリストは使われている方も多いが、市民レベルではまだ浸透しきれてな
い。市民大学では、そのようなものに慣れてもらう取り組みを行っており、市として
も自治会単位のメーリングリストの活用、写真を送る等のトレーニングを日頃からし
ておくと、災害に強いまちになると思う。

今回の震災では、市からの情報提供の方法で様々な課題が明らかになりました。情
報の提供・収集の手法については、通常の広聴・広報業務の日常業務の改善などで
取り組みたいと考えます。各課保有の台帳やデータが災害時に活用できるよう情報
の整理に取り組むとともに、災害に備えた体制づくりについても日常業務の改善な
どに取り組みたいと考えています。

上野委員 自治会は長く携わっている人が多く、要援護者で市が教えてくれるのは、高齢者や教
えてもよいという人だけだが、十数年携わっていると地域の方の顔が見えてきて、ど
こに困っている人がいるのか頭の中で理解している。そのように、あまり法律改正と
いうところまでは考えておらず、機器を使うことも大事だが、顔が見えることが大事
だと思う。

顔が見えるためには、日常からのコミニュティが大切であると考えていることか
ら、地域コミュニティにおける日常的な交流・協力体制づくりを促進したいと考え
ています。

青山委員長 ＢＣＰの作成に関する意見が出されたが、ｐ２(1)３）に加え、ＢＣＰを作ることがで
きない中小企業に作り方を助言したり、ライフラインの回復手順との関係等の情報提
供など、具体的に踏み込んで書いていくとよい。

「事業継続計画」の作成に向けて取り組んでいただけるよう、促進していきたいと
考えています。
事業継続計画の作成促進については、目標３（１）に明記しました。

青山委員長 津波との関連で避難についての意見があって、ｐ２(1)の施策の方向で避難の大切さに
触れているが、発災直後は地域で避難行動をとることになるので、その点についても
触れておく。

災害発生後は、各自治会単位で避難及び避難所生活となることから、日頃から地震
等の災害発生を想定しての訓練が重要であると考えております。また、避難所では
複数の自治会の方々で生活を共にすることから、近隣地区によるブロック単位の訓
練等を通じ連携強化を図る必要があるものと考えております。

（２） 行政・
市民・事業
者等の連携
強化

上野委員 今回の地震に関する活動を通して、行政と市民の協働を確立していく防災組織の重要
性を痛感した。防災を鑑みて、自治会等を中心とした自主防災組織の設立を推進する
とともに、市も横断的な組織を作ってもらいたい。市と連携したといっても毎日連絡
を取り合うわけでなく、また情報の伝達方法も限られていることもあり、特に情報伝
達のあり方については見直していくべきだと思う。これを機に、市民と行政の連携を
明確にした防災組織を作ることを提案させていただきたい。

今回の災害での教訓を生かし、情報伝達の手段や方法等について庁内の連携を強化
するとともに、自主防災活動研修会等を通じ各自主防災組織と市との連携強化を図
るとともに、自主防災組織間のネットワーク化の形成について推進していきたいと
考えております。
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復興の目標 施策の方向性 発言者 指摘事項 対応方針

細川委員 首都直下型地震について、先日、東大の研究所から４年以内に70％の確率で発生する
とのニュースがあった。防火訓練は相当の回数を行ってきたが、防災訓練はまだ数が
こなせていない。規定を見直して数多くの訓練をしようとしているところだが、４年
以内となると急いで対応を考えないといけない。今は、浦安市の復旧・復興を進めて
いこうというところだが、次の災害が４年以内に70％となると、できるだけ早い対応
が必要になってくる。何か考えがあれば教えてもらいたい。

復旧作業が計画的かつ効率的に施工され、１日も早い復旧ができるよう、緊急輸送
路をはじめとした道路などの公共土木施設の復旧にあたっては、市と各ライフライ
ンを担う事業者で調整する場を設け、復旧工事の施工管理を行うとともに、これに
合わせ重要な公共土木施設の液状化対策の取り組みを進めます。
また、平成21年10月1日に施行された「浦安市災害対策基本条例」第８条（事業者
の自助）のなかで建築物の安全確保や物品等の転倒防止、物資の備蓄、避難経路等
確認などの取り組みについて規定し、推進しているところです。まずは安全を確保
し、避難経路・避難場所及び避難方法について従業員に周知することが重要であ
り、施設利用者の避難誘導訓練等の実施が必要であると考えます。また市と支援協
定を締結済みの各ホテルには市の地域防災無線を配置していますので、ホテル間で
の通信訓練や本部（市）との通信訓練の実施に努めていただきたいと考えていま
す。

関谷委員 住民と行政の協働と住民相互の協働があるが、住民相互の協働で考えなければならな
いのはコミュニティの縦割りだと思う。例えば、自治会、民生委員・児童委員、社会
福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等があり、それぞれ履歴や考え方、方法等の違い
がある。これらの連携をどのようにつくっていくか、踏み込んで書いていきたい。そ
れぞれが日々一所懸命に活動しているが、その一所懸命さが壁になってしまうことが
コミュニティづくりのネックだと思う。横の相互理解、どのようなことをどのような
時にできるのかを、日頃から考えていくことが重要である。例えば、自主防災組織の
立ち上げや見直しを契機として、日ごろ交流が無い組織の市民同士が意見を交わすこ
とが大事である.

関谷委員 二点目は住民と行政の協働について、各担当課の所管で付き合いのある団体や地域が
あると思うが、各課が連携しないと結局住民との協働といってもバラバラな対応に
なってしまう。（日頃から）各課が連携して地域に関われるように、体制・組織や手
続きの面から整備していくことが必要である。個人情報について、国に要望していく
ことも必要だが、一方で、今ある情報から共有してよい情報を一件ずつ確認して、市
民が相互に情報を共有する環境を整える動きもあり、市がこのような動きとどのよう
に連携するか、合わせて考えていくことが望ましい。

岩室委員 先ほど連携の話があったが、確かに市民も縦割りの面があり、仲良くしようといって
も難しい面もあるので、緩やかな連携を日頃から防災だけでなく全ての市民活動の中
で考えていかなければならない。今日の市民大学で、浦安のいいところを発見するこ
とをやってみたところ、素晴らしい意見が出るのだが、意外に他の人で知らないこと
が多い。市民同士知らないことを共有する場を市の中で行っていくとよい。

阪本副委員
長

自治会を対象に行ったアンケートで、自治会活動が機能した理由として、よく知って
いる人がいることという指摘が多かった。自治会はそれ程重層的な組織ではなく脆弱
な面があるので、市がどのように連携し、バックアップするのか、切り込んでいかな
ければならない。

災害時に、機能的に円滑な連携がとれるようにするためには、日ごろのコミュニ
ティの深まりによるところが大きいものと考えております。本市では、これまでも
自治会や自主防災組織の活動が活発になるよう支援に努めているところですが今後
もさらに地域コミュニティが促進されるよう取り組んでいきたいと考えます。
地域の連携という点では、学校区を単位とした幾つかの自治会が連携した合同防災
訓練や避難所開設運営訓練を行っており、地域コミュニティの連携強化がより一層
図れるよう、運営面での支援体制を充実していきたいと考えています。

（３）情報収
集・伝達のし
くみの強化

関谷委員 三点目は情報についてで、ｐ３の提案で基本的にはよいが、今回の地震に係るアン
ケート等で情報の不足が指摘されており、大きな反省点と言える。地域に市の情報を
綿密に伝えることが必要で、様々な媒体を充実させることはよいのだが、一方で、例
えば被害情報を職員の方が奔走して情報を集めたものの把握しきれなかったという実
態があった。市から地域に発信することと、地域から市等への発信の両方を考える必
要がある。ツイッターや地域に特派員を置く等、様々な方法で双方向的に共有する体
制づくりを盛り込むとよい。

災害時に必要な情報を受け取ることができるよう、防災行政無線をはじめとする多
重の情報発信手段を強化するとともに、情報通信システムの可用性を確保したいと
考えています。各自治会に配置している市の地域防災無線は双方向通信できるシス
テムですので災害時に有効に活用できるよう平時において使用訓練を積極的に推進
していきたいと考えております。

本市では、これまでも自治会活動やふるさとづくり推進協議会の活動を通じて市民
相互の交流や地域コミュニティの形成、発展に取り組んできました。
この復興計画では、このような地域コミュニティを生かしながら、災害時でも地域
ごとに粘り強く自立対応ができるよう、地域における様々な人や組織が行政と協力
して取り組むことができる体制づくりに取り組むこととしてます。
小学校や中学校区などの地域圏域を設定における自治会や住宅管理組合、ＰＴＡ、
老人クラブなど様々な主体が、それぞれの役割や協力関係を話し合う場や組織をつ
くるなど、地域課題に対して一元的に対応できるプラットフォーム的な組織化の方
向性を示しています。
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復興の目標 施策の方向性 発言者 指摘事項 対応方針

青山委員長 市民が活用した媒体に市のホームページがある。今回の地震の特徴で、通信手段がダ
ウンしてもホームページはダウンしなかった。サーバーが東北でも内陸部にあって無
事で、関東方面への直接の通信手段が途絶しても新潟等を経由して活用できた。ツ
イッターに応じてボランティアが活動したという話もあった。浦安市としてはホーム
ページを双方向にしておくと相当活用できると考えられる。「(3)情報伝達のしくみ
の強化」で、防災無線とホームページの活用は強調してよいと思う。
また、内閣府と国交省で行っている首都機能のバックアップに関する検討会があり、
そこでＮＨＫがどのような対応をするのかという議論があった。そこで、いざという
時にＮＨＫはどのような危機管理体制をとるのか尋ねた。今回の地震での反省点は、
７つの電波を持つところがどれだけの人命を救えたのか、ということである。津波は
時間をおいて次々に来たが、それをどれだけ伝えることができたのかというと大変不
十分だった。テレビ等のマスコミが思ったほど機能してなかったことと、今までロー
カルなものと思われていた自治体のホームページが相当機能したことが明らかになっ
た。既定概念にとらわれず、自治体も防災無線やホームページ等の持っている手段を
より活用していくことが必要だと思う。

ホームページの双方向の取り組みとしては、現状では「市長への手紙」や「各課へ
の問い合わせ」を双方向で対応しているところですが、市民との情報の双方向での
やり取りについては、ＮＰＯ法人ＩＴ化推進支援センターにより、浦安市、市川
市、船橋市、習志野市の４市の「地域情報共有プラットフォーム」が昨年３月に立
ち上げられ、災害時などに、市民等が活用できるよう、インターネットで安否確認
や帰宅経路、避難所などの情報を４市で共有できるコンテンツづくりが進められて
おり、４市とも、地域情報共有プラットフォーム協議会のメンバーとして、この事
業に協力しているところです。この事業を活用することで、双方向でのやり取りに
対応していきたいと考えています。

阪本副委員
長

生活情報などの身近な情報はホームページに載りにくい。そのような情報には地域の
住民や組織の役割が大きいことから、掲示板の整備も相変わらず重要である。

今回の震災では、掲示板は情報提供の手段として有効に活用されておりました。今
後も地域住民への周知方法として必要なものと考えておりますので、自治会と調整
しながら整備を行いたいと考えています。
また、震災後、災害時の情報提供だけでなく、平時は自主防災組織の取り組みや防
災に関する様々な啓発等を載せた防災新聞を掲載するめに防災掲示板の整備に取り
組んでいる自主防災組織があります。日頃から住民の方が掲示板を見る習慣をつけ
ることが重要であり、このような取り組みを広げていきたいと考えています。

佐々木委員 ＩＴ技術の導入について、被災状況の把握とＩＴ化を結び付けてほしい。道の陥没
等、各地域の被害情報を集める場合、行政には限度がある。中越地震の際に、地元の
方が写真を撮って行政に送ると、文字で書くよりも話が早かったという例もある。地
元の方が発見したことを市の活動に結び付けるような取り組みができるとよい。

上西委員
(代理:鈴木
氏)

情報インフラについては、今回の地震を例にとると、ＪＲ等の交通機関は情報が得ら
れ易かったが、道路の通行状況は得られにくかったことがあり、情報をどう提供して
いくのかが課題であり、安心して訪れることができる情報発信が大事である。

佐々木委員 災害時要援護者について、外国人の方が市内には多くいらっしゃるが、ｐ３(4)に外国
人の方に関する記述が無いので、加えてもらいたい。

要援護者の記述箇所に、「外国人」を追記しました。

内苑委員 明海大学が避難場所の一つになっており、現在事務レベルで市と振り返りながら協議
を進めているが、早く防災体制を作っていかなければならない。今回の地震で市民の
方々が集まってきたので、どこで明海大学が避難場所であるとの情報を得たか尋ねて
みると、巡回しているパトロールカーのアナウンスで知ったとのことだった。避難し
てきた人は３階より少し下にいたので、もし5～10ｍの津波が来ていたら流されてい
た。大学でも避難方法について検討していくが、市と連絡を取り合いながら対応を考
えていかなければならない。

また、大学構内に防災備蓄倉庫があるが、鍵は市が持っていると職員から聞いた。
例えば、どのような時に大学が鍵を開けるのかといったこと等、話し合いながら対応
を詰めていけるとよい。

避難所に指定しております学校等と防災倉庫の鍵の保管や開錠など避難所運営につ
いて十分に連携を図っていきたいと考えます。

今般の震災においては、学校施設では被災状況の確認を市職員が中心となって行い
ましたが、マンパワーの限界があったという課題も生じました。災害情報の収集・
発信については、身近な住民の方々からの情報提供が非常に重要であることから、
そのための情報収集・伝達手段について、改めて検討していきます。
なお、現在、ご指摘いただいた対応も可能なＷＩＦＩフリースポットの普及を推進
しています。

（４）災害の
特性を考慮
した避難対
策・要援護
者の安全確
保対策の強
化と円滑な
避難所開
設・運営体
制の確立
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復興の目標 施策の方向性 発言者 指摘事項 対応方針

４．震災の教
訓をバネにし
た次世代につ
なぐ持続可能
な都市づくり

（１）震災を
乗り越え持
続可能な環
境都市への
展開

阪本副委員
長

「持続可能な都市づくり」とあるが、持続可能の視点が弱い。例えば、企業の後継者
や住民はどうなるのか、新町・中町は人もまちも年をとって人が変わらないという問
題がある。若い人が入ってくるまちにすることが重要な問題であり、子育てを支援す
る取り組みは一つの方法である。魅力ある住宅地をつくるだけでなく、新しい人を受
け入れるまちをつくることが持続可能の視点から大事である。

持続可能な都市として発展していくには、様々な側面からのアプローチが必要と考
えています。ご指摘を踏まえ、震災の教訓を受け、まずは取り組むべきことについ
て、目標４で打ち出していきたいと考えています。特に、ご指摘のありました子育
てへの支援などについては「(3)誰もが暮らしやすい地域づくり」を追加すること
としました。

清水委員 持続可能性に関連して、入船の団地をみていると、１家族で住む形の家を建てたもの
の、独立した子どもが戻ってくる様子に見えない。アンケートでは愛着が高いとある
が、１戸建ての家に高齢で一人で住むのは大変な面もあるので、まちの中で住み替え
ることができるようになると、幸せに老後を過ごせるのではないかと思う。
また、ペットにもやさしいまちづくりもイメージ向上によいと思う。

目標４（１）に、ライフステージにあった住み替えの促進・支援について、住み替
え支援制度の導入検討、住み替えに関する情報提供を追加しました。

（２）地域特
性や資源を
活かした魅
力の創生

佐々木委員 橋や小さな道路に名前が無いため、行政に直してほしいと伝えられなかった例がっ
た。そこで、地元で名前を付けたのだが、これにより行政との意思疎通がし易くなっ
た。お金のかからない取り組みの一つと言える。

青山委員長 ４つ目の柱になるが、生活道路にも名前を付けることは考えてみるとよい。三宅島の
復旧でも沢に名前を付けた。また、東京都では30年程前に都道の名称を検討して整理
した。浦安のイメージ向上を考えて、しゃれた名前を考えていけば、地番とは違った
便利さがあり、また、文化の面からもよいと思う。

柏女委員 以前、浦安市は子育てしやすいまちとして関東で１位に選ばれたという話を聞いたこ
とがある。「海浜環境都市」の話を踏まえれば、「(2)地域特性や資源を活かした魅力
の創生」を「(2)“立地条件”と地域特性や資源を活かした魅力の創生」として、子
育てしやすいまちを考えるとよいと思う。浦安市は今後共働き家庭が増えていくと思
われるので、若い方に魅力に感じて入ってきてもらえるような、子育てのためのイン
フラ整備が大事だと思う。

保育園施設、幼稚園施設、子育て支援施設の充実等、多様化する市民ニーズに対応
したサービスを提供します。
さらに、浦安市の地域特性としてあげられる高い市民力を活かし、地域と行政が連
携して地域の子育て支援を推進していきます。

青山委員長 「・浦安駅周辺の交通環境、景観整備」とあるが、これについてはもう少し具体的に
書いてもらいたい。（担当課と相談したい）

ご指摘を踏まえ、市民が誇りをもてるまちなか拠点の再生に向け、元町地域の玄関
口である浦安駅周辺の再整備について、目標４（２）に明記しました。

（３）産業・観
光振興の促
進

柳内委員 浦安市に特徴的なスポーツを文化・教育の一環として強化できたらよい。習志野のシ
ンフォニーや船橋のサッカーがあるが、浦安では何になるのか。スポーツは観光にも
役立つものであり、浦安市は観光都市を目指す部分もあることから、それらを結びつ
けて、また元町の観光資源とも結びつけて、地域の活性化ができるとよい。

青山委員長 文化・スポーツの振興といった内容を加えるとよい。また、第１回の検討委員会から
意見が出されていたように、水辺の活用や埠頭の親水性等、都市観光の推進を強化し
ていくべきなので、観光資源の充実・強化・活用といった項目も加えてもらいたい。

青山委員長 「震災によりそのイメージは損なわれましたが、」の表現は言い過ぎであり、「大き
な被害を受けましたが、」程度に修正してもらいたい。また、「一方で」の後のＴＤ
Ｒの話の前に、元町と新町をはじめとした市民の助け合いの話を入れる方が良い。

加筆修正いたしました。

まちの復興に向けて、市民が真の豊かさを実感したり、心と身体の健康保持・増進
を図るためには、文化やスポーツの果たす役割は大変重要である。
本市では、市民一人ひとりがスポーツを通じて健康な心と身体をつくるために、日
常的にスポーツに親しみ、楽しむことの重要性を認識し実践する契機となるよう、
「ゆめ半島千葉国体」の開催に合わせ、平成22年10月10日に「浦安市生涯スポーツ
健康都市」を宣言している。

被災したスポーツ施設の早期復旧をはじめ、運動公園内の陸上競技場整備の再
開、総合公園多目的広場の整備を進めるなど、市民のスポーツの場の確保に努める
とともに、浦安市生涯スポーツ健康都市宣言の趣旨に基づき、更なるスポーツ振興
に取り組んでいく。

また、震災を境に、文化会館や市民プラザにおいて、復興を願っての様々なイベ
ントが行われている。例えば、市内のアーティストによるクラシックコンサート
や、ダンスパフォーマンスによるチャリティイベントなどが、市民全体の文化活動
として実施されている。

今後も文化芸術活動についても積極的に応援するなど、市民文化の振興を図り、
それを支える文化・スポーツ施設のストックを活かして、市民の生きがいや地域コ
ミュニティを育むとともに、産業や観光と連携して浦安の魅力を内外に発信してい
くことが重要であると考えます。

道路の名称については、これまでも橋や幹線・準幹線で市民公募により名前を付け
てきました。今後も引き続き幹線道路等の名称募集について実施して生きたいと考
えています。なお、地域の関わりの深い生活道路の名称については、今後、検討し
ていきます。
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復興の目標 施策の方向性 発言者 指摘事項 対応方針

上西委員
(代理:鈴木
氏)

産業・観光振興については、浦安の資源を活かして浦安に訪れる人を増やしていくと
いう方向だと思う。その場合、市外から来る方の安全安心をどう提供するかがベース
となるので、その点について検討してもらいたい。

市内外から来る方に安心安全なサービスを提供するための環境を整えることが重要
なことであると認識しておりますことから、現在、来訪者が気軽に浦安の情報を入
手することも可能となるＷＩＦＩフリースポットの普及を推進しているところで
す。

細川委員 我々のホテル群はアーバンリゾートに位置するが、当初、このエリアの開発につい
て、砂浜のある浜辺やヨットハーバー、海路で羽田と結ぶ等の話があった。しかし、
今は立ち消えになっており、形を変えてもよいので検討してもらいたい。

平成22年に取りまとめた浦安水際線整備構想では、本市と東京湾沿岸の都市を結ぶ
水上交通の拠点整備や災害時の住民避難、物資等の受入れ拠点の整備などが整備の
方向として示されています。

（４）震災の
経験を後世
にも伝える
防災・環境
教育の推進

宮﨑委員 津波の被害を少なくするには、自助努力が最も大事であり、そのためには教育が重要
になる。「(4)震災の経験を後世にも伝える防災・環境教育の推進」の中に防災教育に
ついての記述があるが、子どもへの教育をしっかりやることが重要である。釜石市で
は、群馬大学の片田先生がしっかり子どもへの防災教育を行っていたので被害を防げ
た。浦安は若いまちであり、小さな子どもがこれからの浦安のまちを支えていくこと
になるので、しっかり正しい知識を教えなければならない。首都直下型地震で考える
べきは、阪神・淡路大震災のような圧死等の被害であり、津波の印象が大きすぎて地
震のイメージが正しく伝わっていないと思う。正しい知識を伝えて自分で自分を守る
取組が必要である。

防災教育については、これまでも各学校の学校安全計画に基づき計画的に行ってき
ています。今般の東日本大震災を受けて「防災教育関係者会議」を設置し、学校防
災マニュアルや防災教育の年間指導計画の見直しを行っています。自助や共助の観
点から、こどもたちに安全な行動選択の必要性や実践方法を理解させるなど、各学
校で取り組まれる防災教育の一層の充実を図っていきたいと考えています。

宮﨑委員 浦安に新しく移り住むようになった方が多い。東北では今回の震災で、これまで人が
住んでいなかったところに新しく移り住んだ人が大きな被害を受けた。浦安でも、新
しく移り住んだ方を対象に、浦安でどのような被害があって、どのように自分を守る
のかといった防災教育を行っていくことが必要である。

新しく住民登録された世帯に、給水袋、簡易トイレのほか浦安市防災マップや防災
のてびき等の啓発冊子を入れた防災袋の無償配布を行っており、防災意識の高揚を
図っています。また、新しく移り住んだ方でも、家庭や職場における備蓄や避難行
動などの自助、地域における共助の取り組みを進めることができるように、自治会
や自主防災組織への参加をはじめ、市民大学や出前講座などの生涯学習の場を通じ
て必要な知識を学べるための環境づくりの推進を図っていきたいと考えています。

宮﨑委員 防災リーダーの養成に関連して、市民全体が防災リーダーになるというくらいの考え
方を持って、防災教育を目指して推進してもらいたい。

市内全域にある各自治会を主体として自主防災組織を結成しており、各自主防災組
織ごとに防災リーダーを養成するよう、今後も推進していきたいと考えています。

上野委員 平成16年頃に防犯課ができ、現在は防犯支部は100以上にもなり、子ども達も防犯パト
ロールを行う等により、非常に大きな効果が得られている。平常時は防犯、非常時は
防災といった組織をしっかりつくり、そこに子どもを巻き込んで、防災意識を高める
取り組みの必要性を感じている。市民ぐるみで防犯・防災の組織を作り直すようなこ
とも必要かもしれない。

岩室委員 子どもを防犯・防災の取り組みに巻き込むことは素晴らしい。思春期の問題では、子
ども達が人との関係性を拒否するような育ち方をしていることがある。特に男の子が
問題で、自殺が増え続けているのも男である。子ども達を取り組みに巻き込むこと
は、強い子ども達に育てていくことに繋がり、様々なことにリンクさせて、魅力ある
浦安を打ち出していけるとよい。

本市では、「地域の安全は地域で守る」という意識のもと、自治会やPTAなどの地
域活動団体の皆さんによる、自主的な防犯活動が行われています。また、昨今では
幅広い年齢層の方々が気軽に参加できるよう、防犯パトロール自体をイベント化し
たり、イベントの一部に防犯・防災活動（啓発）を組み込むなど地域での防犯・防
災に対する関心も高まっていることから、今後も各団体が地域の情報を共有し、連
携しながら各種の活動を行うことで、地域のコミニュティの向上とともに防犯・防
災教育のさらなる推進につなげていきたいと考えています。
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復興の目標 施策の方向性 発言者 指摘事項 対応方針

（５）大災害
時でも粘り
強く対応で
きる地域内
統治体制の
整備

関谷委員 「(5)大災害時でも粘り強く対応できる地域内統治体制の整備」の中で、「地域内統
治」と「地域内自治」の表現があるが、「統治」はどのように捉えるとよいか難しい
用語なので、市民協働のことを考えても「地域内自治」の方がよいと思う。

また、地域圏域については学区等を前提として(5)で様々な取り組みを例示的に挙げ
ているが、現在、地域圏域のあり方については様々な意見が出されているところであ
る。学区単位で連携し、各々の地域なりの横のつながりを考えるのはよいが、意思決
定機関を地域毎につくっていく場合と、市域の学区全てを横並びにつくる場合がある
が、後者の場合は大体失敗しており、どのような形の意思決定機関がよいかは地域住
民と考えていくべきである。

青山委員長 協働、情報の公開・共有、市民参画の三要素を合わせて、「協治」の議論を詰めてい
く話の流れだが、ここはそれを詰める場ではなく、防災の議論をすべきなので、ここ
での表現は「地域内自治」か「地域自治」のどちらかにするとよい。もし、協働を発
展させていく「協治」の理論では、「統治」は合法的で正当性ある権力をどう治める
かを「統治」といい、地域自治を示す場合は「協治」という考え方もある。いずれに
せよ「統治」はやめた方が良い。

関谷委員 防災リーダーの養成について、養成された防災リーダーが地域で実際にどのように活
動できるか、その人材を活かすことができるかが問題である。地域にとけこめない
ケースもよく見られるので、力を発揮できる環境づくり、リーダーと地域の架け橋に
なる取り組みやしくみが大事である。

市内全域にある各自治会を主体として自主防災組織を結成しており、各自主防災組
織ごとに防災リーダーを養成するよう、今後も推進していきたいと考えています。

佐々木委員 学校区単位や町丁目単位で様々な取り組みを進めていくと思うが、都市計画や教育等
の分野によって、防災をテーマとしても町丁目や学校区等の様々な単位で活動してい
ることが多い。特に防災については、どのような単位で取り組むと効率的に政策運営
ができるか検討してもらいたい。

自治会（自主防災組織）を中心とし、地域の連携により効率的かつ効果的な防災活
動が図れるよう取り組みを促進していきたいと考えます。

●復興計画
の推進に向け
て

１．復興事
業計画と財
源

柳内委員 税収が不足することについて、商工会議所に加盟していない大きな会社もあり、東京
に本社があっても浦安で商売をする限りは加盟してもらうか、復興が終わるまで期限
を切って、例えば、東京ディズニーランドやホテルで入園税のような、浦安市民に貢
献することをしてもらうことができるとよいと思う。

青山委員長 東京都は銀行税を作ったが、特定会社を狙い撃ちしたことが違法と判断された。先の
意見は様々な方法があるので、財源が必要なら特定期間の災害復興目的で、特定会社
ではなく幅広く対象として検討する余地はあると思う。表現を考えて検討するとよ
い。

小林委員 液状化地域は土地の固定資産税評価額が下がると思われる。その影響は今ではなく今
後出てくる。それに対して都市計画税をかけることは一つの方法だが、液状化しな
かった地域は評価額が下がらないので、より多くの税を負担することになる。かつ、
今ある一戸建とマンションの固定資産税の負担の不公平も温存される。このようなこ
とから、単純に都市計画税をかけるだけでなく、それに加えて、下水道負担金のよう
に、道路や下水道の液状化対策を行った場合にその利益を受ける敷地には負担金を求
める仕組みを導入するとよい。そのような意味で「公平に配慮した増収策」といった
表現を加えるとよい。

柳内委員 財源について、（国よりも郷土のためにという思いがあり）浦安市のために税金を払
いたいという思いがある。それにメリットがあるとよい。市民等が浦安市に寄付する
受け皿をつくってはどうか。

青山委員長 今回の震災で、日本の寄付税制はほぼ国際標準に至った。浦安市に寄付してもらう仕
組みを提言に入れることはできる。

２．国・県・
他自治体と
の連携や
国・県への
要請

青山委員長 東京都にいた時の話だが、東京都には火山島が多く、砂防工事等には国費が必要とな
る。そこで都議会議員と一緒に現地を視察し、都議会議員に国会議員を動かしてもら
い、国の予算を確保していった。一般論だが、地域の主体的な動きも重要だが、市全
体の視点で議員の方々に協力してもらうことも重要である。

国や県に対応をお願いする際の議員の方々の協力は、非常に心強く感じているとこ
ろです。今後も、市議会のご理解、ご協力をいただきながら、浦安の復旧・復興に
取り組んでいきたいと考えています。

特定の者に対する課税は難しいと考えています。
今後、住民税やたばこ税などの復興増税や地方消費税の税率引き上げが予定されて
いる中で、本市独自の増税は現在のところ考えていません。しかしながら、ご指摘
の受益者負担の適正化など「公平に配慮した増収策」について検討するとともに
「ふるさと納税」の周知に努めていきたいと考えています。

今までに培われた地域コミュニティを基盤として、今回の震災の経験で得られた人
や組織のつながり、また、地域同士の連携をより一層強化し、日頃から地域におけ
る様々な課題の解決や地域価値の向上を図り、災害時でも地域ごとに粘り強く自立
対応ができるよう、地域における様々な人や組織が行政と協力して取り組むことを
目的としていることから地域内自治体制との表現に改めました。
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